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おわりに 

 

行政システムは時代とともに変容していくものである。これからの時代に求められる

行政システムとはどのような姿なのであろう。2010 年に実施された国勢調査で、日本

の総人口は若干増加したが、4分の 3の市町村で人口減少となった。本市は、前回調査

から 8.0％と引き続き増加しているが、年齢構成の変化は顕著となり、老年人口の割合

が増加する一方で、年少および生産年齢人口の割合は減少している。右肩上がりの時代

は、経済発展により所得が増え、生活のレベルを向上させたが、今後縮小社会が到来す

ることとなり、希薄となりつつある人と人の絆を再生して、市民が「住んでよかった。

もっと住みつづけたい。」、あるいは他市町の住民が「草津市に住んでみたい。」と愛着

や共感を抱き、豊かさや幸せが実感できるまちづくりをしていかなければならない。そ

のためには、自然や環境、そしてそこに住む人々等が共生して暮らす社会であるととも

に、その社会が持続可能でなければならない。こうした「持続可能な共生社会」に対応

する行政システムを構築するためには、基礎自治体である本市が「地方政府」として「最

大多数の最大幸福」から脱却し、公共を再編し、多様な担い手が多彩な活動を行うこと

によって豊かな公共空間をつくりだす、「高度行政から最適行政へ」と転換する行政シ

ステムの構築が必要となる。 

一方、前回の行政システム改革を再検証すると、その基本的な方向性である「地域経

営のための市役所づくり」、「協働システム構築のための地域づくり」が先駆的であった

ことや、特に協働については、その仕組みづくりから始めなければならなかったこと等

から、未だ改革途中である。また、第 5次草津市総合計画には、行政の姿勢と役割とし

て、「地域経営への転換」と「協働のまちづくりの基盤強化」が掲げられている。 

したがって、第 5次草津市総合計画を着実に実現するためには、前回の改革の方向性

を継承して、地域の社会資源や財源を有効に活用するとともに、市民ニーズを的確に捉

えた公共サービスを提供する「地域経営のための市役所づくり」と、市民や地域がまち

づくりの主体となり、また公共サービスの担い手となる「地域づくりのための協働シス

テム構築」に取り組んでいかなければならない。 

現在、庁内の横断的なメンバーからなる「第 2次草津市行政システム改革推進プロジ

ェクトチーム」が構成され、次期行政システム改革に向けて闊達な議論がされている。

今後の行政の役割やそれに対応する行政システム改革のあり方を検討していく過程で、

本調査研究がプロジェクトチームや多くの職員の議論に役立てれば幸いである。これか

ら次期行政システム改革のアクションプラン等を策定予定であるが、草津未来研究所も

引き続きプロジェクトチームや担当課と連携しながら、第 5次草津市総合計画の実現に

向けた具体的な行程づくり等に関わっていくこととする。 

また、本市は自治体基本条例を平成 24 年 4 月から施行するが、この自治体基本条例

の主旨等も踏まえ、平成 16 年の草津市行政システム改革推進委員会からの提言にもあ
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ったように、二元代表制の一翼である本市議会において、活発な議論により、地方政府

確立に向けたさらなる議会改革に取り組まれることが期待される。 

 

 



具体的な方向性

行政として

(出所）　草津未来研究所2012年作成

１） 依存から自立・自律への転換 １） 行政の役割 

３） 市民参加の拡充 

２） 公共の再編 

３） 公共空間の活性化 

 

まちづくりの指針 

 
 

総合計画 
 

基本構想 

基本計画 

地域社会として 

 

持続可能な共生社会 

行政として 

       

地方政府 

そのための行政システム 

 

高度行政から最適行政へ 

目指すべき方向性  

   ・分権型社会への転換 

   ・地方の活力を高め、強い地方を創出 

   ・地方の税財政基盤の確立 

   ・簡素で効率的な筋肉質の行財政システム 

   ・自己決定・自己責任、受益と負担の明確化により地方を主役に 

基本原則  

   ・基礎自治体優先 

   ・明快、簡素・効率 

   ・自由と責任、自立と連帯 

   ・受益と負担の明確化 

   ・透明性の向上と住民本位 

３つの機能  

   ・社会システムの健全性 

   ・経済活動の安定性 

   ・環境の永続性 

 

市政の基本原則 

 
 

自治体基本条例 

４） 積極的な情報提供と公開 

５） 広域連携の推進 

４） 地域内分権の推進 
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２） 筋肉質な行政運営 

第５次草津市総合計画の実現に向けた行政システム改革 
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草津市の「行政システム改革のあり方」概要図
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この報告書についてのお問い合わせは上記へお寄せください。 
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